
 

 

 
 

 

 

令和３年度 普通交付税について 

 
 

１ 要旨・目的  

  令和３年度普通交付税の額が決定したので，広島県及び県内市町の普通交付税総額について報告 

する。 

 

２ 現状・背景 

  普通交付税は，地域間の財源の不均衡を調整し，財源を保証するため，地方交付税法第１０条の規

定に基づき、基準財政需要額に対する財源不足額に見合いの額として算定され，交付されることとな

っている。 

 

３ 概要 

 (1) 交付対象 

    県及び市町 

 

 (2) 交付年度 

    令和３年度 

 

 (3) 交付状況 

    ・県分の普通交付税総額は，地域デジタル社会推進費の創設や，厚生労働費に係る単位費用の

増などにより，基準財政需要額が増となるとともに，法人事業税の減などにより基準財政収

入額が減となった結果，前年度対比 21.0％の増となっている。 

    ・市町分の普通交付税総額は，地域デジタル社会推進費の創設や，人口急減補正の措置などに

より，基準財政需要額が増となるとともに，所得割や法人税割の減などにより基準財政収入

額が減となった結果，前年度対比 12.4％の増となっている。 

 

 (4) 普通交付税総額詳細 

    別紙のとおり 
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